
○ 不当景品類及び不当表示防止法（抜粋）

（昭和三十七年法律第百三十四号）

（目的）

第一条 この法律は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による

顧客の誘引を防止するため、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害す

るおそれのある行為の制限及び禁止について定めることにより、一般消費者の利

益を保護することを目的とする。

（不当な表示の禁止）

第五条 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号のいず

れかに該当する表示をしてはならない。

一 商品又は役務の品質、規格その他の内容について、一般消費者に対し、実際

のものよりも著しく優良であると示し、又は事実に相違して当該事業者と同種

若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも

著しく優良であると示す表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者によ

る自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められるもの

二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当該事業者

と同種若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るもの

よりも取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示であつ

て、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害す

るおそれがあると認められるもの

三 前二号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般

消費者に誤認されるおそれがある表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消

費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認めて内閣総理

大臣が指定するもの

（措置命令）

第七条 内閣総理大臣は、第四条の規定による制限若しくは禁止又は第五条の規定

に違反する行為があるときは、当該事業者に対し、その行為の差止め若しくはそ

の行為が再び行われることを防止するために必要な事項又はこれらの実施に関連

する公示その他必要な事項を命ずることができる。その命令は、当該違反行為が

既になくなつている場合においても、次に掲げる者に対し、することができる。

一 当該違反行為をした事業者

二 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人が合併によ

り消滅したときにおける合併後存続し、又は合併により設立された法人

三 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人から分割に

より当該違反行為に係る事業の全部又は一部を承継した法人

四 当該違反行為をした事業者から当該違反行為に係る事業の全部又は一部を譲

り受けた事業者

（参考１）


